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越境地域政策研究フォーラム 

第 2 分科会「越境地域の防災減災と情報支援」 

 

【パネルディスカッション】 

行政 GIS の進化と災害危機への展開：小林正人氏（浜松市役所）、

名和裕司氏（ESRI ジャパン） 

災害リスク評価：蒋湧氏（愛知大学） 

災害リスクの認知：大木聖子氏（慶應義塾大学） 

防災教育：藤井基貴氏（静岡大学） 

災害廃棄物計画の実施へ：北詰恵一氏（関西大学） 

廃棄物処理の平時と災害時：鄭智允氏（愛知大学） 

座長： 厳網林氏（慶應義塾大学） 

 

日 時：2018 年 2 月 10 日（土）13：30～17：00 

場 所：愛知大学豊橋校舎 研究館 1F 

 

 

○座長：それでは、再開したいと思います。後半の部

では、先ほどの 3名の方の講演を踏まえてディスカッ

ションしたいと思います。 

まず、お話を伺っていない方から話題提供をお願い

します。前にずらりと 7人も並んでいますが、皆さん

と一緒に気軽に議論していきたいと思います。 

 まずはトップバッターとして、静岡大学の藤井先生

から、防災教育に関して活動されている情報をお願い

します。1人 10分ぐらいで話題提供をいただきまして、

先ほどの講演者も含めて、みんなで一緒に議論してい

きたいと思います。会場からも、ぜひ皆さんからも質

問をしてください。質問できる時間を設けたいと思い

ます。 

それでは、藤井先生、お願いします。 

 

○藤井：ご紹介にあずかりました静岡大学の藤井です。

よろしくお願いします。 

2008年から静岡大学教育学部に着任しました。これ

まで名古屋に長くいましたので、愛知大学も非常勤講

師として何度か関わらせていただいており、いまも愛

知県と静岡県を行ったり来たりしています。もともと

の専門は教育学ですが、静岡大学に着任してから「道

徳教育についてもやってください」と言われました。

「、でのたしまいてっやを学哲で学大ともとも 哲学がで

きるんだったら道徳教育もできるだろう」という話に

なり、内心は、「だいぶ違うんだけどな」と思いながら

も「じゃあ、やります」ということで、道徳教育も担

当し、さらに「教育哲学」というジャンルにいながら、

防災教育も始めているという感じです。非常に学生に

恵まれていまして、先生を目指す学生たちといろいろ

な防災教育を行っています。 

 特にここ数年来、大木先生とは一緒にゼミをさせて

いただきながら地震学を学び、また私からは学校教育

についての情報提供をさせていただいているという感

じです。愛知県では高浜市の翼小学校で連携授業を行

いました。最近は教材もいろいろ出しています。道

徳の時間に討議型の防災をやっていたのですが、「もう

ちょっと低学年向けの教材もつくってほしい」と言わ

れまして、地震・津波バージョンの絵本や紙芝居を開

発し、広く使っていただいています。昨年、名古屋市

港防災センターから、「地震も必要だけれども、風水害

のものもつくってほしい」とオファーを受けました。

特に愛知県は伊勢湾台風を語るというところで防災も

進められてきましたので、私たちの原作絵本をさらに 
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紙芝居仕立てにしていただいたりしており、愛知県と

もさまざまな協働が進んでいます。 

本日、私からは学校教育を中心に、防災について話

題提供をさせていただこうと思っています。特に、3.11

以降、学校の防災は、かなり取組が変わってきており

ます。そのあたりの情報を紹介させていただき、地域

でもどのような連携ができるかということを考えてい

ただければと思います。 

 防災教育の位置づけは言う必要もない話ではありま

すが、学校制度において防災はどこにあるのかといい

ますと、学校安全の一領域の「災害安全」に「防災」

があります。あとは「生活安全」と「交通安全」があ

ります。今年の静岡県の採用試験で、「ここはなんでし

ょう」という問題が出ました。うちのゼミの学生は「答

えられました」とか言っていましたが、「災害」と書か

ずに「防災安全」と書いたりなど、いろいろと間違い

もあったようです。さらに細かく見てみますと、「防災

教育」、「防災管理」など、それをつなげる組織的な活

動があります。静岡県は防災管理が非常に充実してい

ますが、防災教育のメニューをもっと増やしていくと、

さらにいいものができるのではないかと思っています。

つまり、防災訓練やマニュアルなどはかなり整備され

つつありますが、もっといろいろなバージョンで、生

徒や子どもたち、親も含めて、防災に関心をもっても

らえるような手立てが増えていくといいのではないか

と思います。 

 教育学者として、昨年度より文部科学省のワーキン

ググループにも関わっています。昨年度、大学の教職

課程で教えるべき内容の最低水準を決めましょうとい

う会議が行われました。そこで「学校安全」の項目を

入れることが決まりました。今後の教職課程において

は、「教育に関する社会的、制度的又は経営的事項」と

いわれる項目、具体的には「教育社会学」「教育経営学」

「教育制度論」などといった授業では、このような内

容を必ず入れなければいけないことに決まりました。

それで、大学の教職担当者は何を教えればいいのかと

いうことで情報収集が進められています。もしご関心

がありましたら、「コアカリキュラム」を調べていただ

くとよいかと思います。もちろん、安全教育全般です

ので、必ずしも災害だけではありませんが、一つ前進

したのではないかと思います。 

 東日本大震災以降は、ご存じのとおり学校での課題

として、子どもたちが自分で情報を収集したり、それ

に応じて判断して行動をするところがまだまだ弱いの

ではないかと言われています。確かに学校管理下にお

いては、亡くなるケースはそんなに多くありませんが、

登下校時に災害が起きるかもしれませんし、学校以外

のところでどのように自分の命を守ることができるか

が課題になります。そのため、「考える防災」が言われ

るようになりました。静岡県といえば『ちびまる子ち

ゃん』ということで『ちびまる子ちゃん』をあらため

て読んでみますと、防災の話が入っていました。これ

は「避難訓練に余念のない県民の巻」というお話です。

静岡県がすごいのは、もう 30年以上前の話をもとにし

が練訓難避つい「、にのるいて 行われるかわかりません」

という設定で、いわゆる抜き打ちの避難訓練が行われ

ています。 

 それから、ここからは「あるある」なのですが、遅

れてくると校長先生が「お前のようなバカ者は、一番

はじめに死ぬ」と、いわゆる脅しの防災教育がおこな

われていて、これは片田敏孝先生や防災関係者が、脅

してもなかなか防災意識が続くわけではなく、むしろ

怖がらせることで主体性が失われるのではないかとい

う指摘があります。学校管理下では、先生の指示に従

うというのは鉄則ですが、もう一方で、自律的に最善

を取るような教育をどのようにつくっていくのかとい

うことがテーマになっております。 

 もう一つ挙げますと、防災科学について一連の知識

を詰め込めば、そのとおり動くことができるのかどう

かということも課題になっています。防災科学の話は、

際限なく詳しく説明できるので、それが実際の行動に

どこまでつながっていくかという検証や課題もあるの

ではないかと思います。 

 現在の防災教育の業界では、防災の日常化、あるい

は習慣化することが重視されています。普段の授業の

なかで、このようなことをやっていけば避難訓練に対

する意識も変わるというところを工夫していきましょ

うと。やらされ感が多いのではなく、自分にとって身

スライド1　防災教育の位置づけ
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近な課題だと気づかせることもテーマになっています。

その意味では、もともと地震学、いわゆる自然科学系

のところから、最近では、教育学や心理学や社会学な

どにも関心が広がっており、3.11以降はいわゆる文系

ジャンルの研究者も防災教育の業界に関わることが増

えています。それは非常にいいことだと思っています。 

 私の専門の一つは道徳教育ですが、2011年に東日本

大震災が起きる前に、うちの学生が、「富士の雁堤」と

いう治水工事の授業案をつくりました。静岡県東部に

住んでいる人はよくご存じの話です。親子 3代にわた

って堤防をつくったという有名な治水工事だそうです。

学生たちは、非常に面白い読み物の資料をつくりまし

た。調べていきますと、最初は、なぜこんなにも富士

川が氾濫するかがわからず、神仏加護のために人を埋

めて人柱として葬ることもおこなっていました。しか

し、「その話を入れると具合が悪いので、人柱の話は抜

きました」とあとから学生に言われました。「親子 3

代が頑張って治水工事をして、ときどき人も埋めまし

たが、何とか」みたいな話になりますと、「あれ？」と

なってしまう。つまり、道徳の時間で防災が美化され

るわけです。美化されるか、単純化されます。例えば、

東日本大震災では最後まで町の職員の人がアナウンス

をしていたという話があり、これも「天使の声」とし

て教材化されました。これには防災関係者から異論が

出されました。 

 従来の道徳の時間では、そういった授業の傾向があ

りまして、実は、ここ 1～2年で道徳も大きく様変わり

しつつあります。いわゆる教科になったわけですが、

教科の目指すところは、発達段階に応じて答えが一つ

ではない問題を扱うということです。そして、自分の

ことと捉え、考えて議論するということです。今まで

は、「読み物道徳」といわれていました。読み物に埋め

込まれた良さをただ内面化すればよい話というところ

を、これからは答えがないことを考えるように変えま

しょうというのが今回の教科化の一つの目指すところ

となっています。 

 加えて、「学習指導要領」の解説にはさまざまな現代

的課題も積極的に扱うようにということで、今回、初

めて道徳科のなかで「防災教育」も取り上げるように

書かれています。私たちは、防災を道徳の時間にやる

ということで、災害時に葛藤場面を子どもたちに考え

させて、どうしたらいいのかという授業を開発しまし

た。「防災道徳」といって、事前にどのような備えをし

ておけばいいのか、どのようにしたら解決できるのか

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「学校教育法」という法律では学力観が規定されて

います。「学校教育法」30条です。日本の学力は、「知

識・技能」「思考力・判断力・表現力等」「主体的に学

習に取り組む態度」という 3 層からなっています。20

世紀の学力は記憶を再生する人が頭いいという話でし

たが、これはもう古い話です。 

では、どのように実際にやっていくのかということ

です。いろいろな型があります。避難訓練をひたすら

やるという、これは静岡県に多く見られたパターンで

す。他県では避難訓練に加えて、教科や道徳、特別活

という合意形成について考えさせるような授業を2011

年度から実施しています。始めた当初は、「これは道徳で

はない」と言われましたが、時勢が変わりましたので、

「これは道徳だ」と急に様変わりしました。いろいろな

ところで、全国70カ所くらいで実践されています。実際

に、「学習指導要領」に関わっている方々からも、「(私

が)提唱しているような授業が全国で展開されるように

という願いを込めて、今期の『学習指導要領』を改訂

したつもりです」というエールをいただきました。

スライド2　「防災道徳」の授業開発

スライド 3　カリキュラムの類型
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動の時間で知識や技能について学んでいます。通年型

としては、避難訓練をやりながら、総合学習のなかで

今年は防災をやりましょうとか、環境教育をやりまし

ょうというかたちで組み合わせます。あとは集中的に

キャンプをしたり、避難所体験をしたり、防災を学校

のカリキュラムの柱にしているようなところもありま

す。 

私が調べた範囲では、静岡県だと年間 50回避難訓練

をやっている学校があります。もちろん、これだけや

っているのはいいのですが、やらされ感いっぱいにや

っていても役に立たないのではないかと思います。そ

こで、主体的にやりながら生徒が「こうやって逃げて

いるけど、こっちのほうがいいんじゃない？」と考え

られる実践になればいいのではないかということです。 

 幾つか事例紹介しますと、愛知県半田市亀崎小学校

では、地域の運動会に防災学習の要素を入れています。

防災をやりながら土嚢（どのう）を運搬すると、所定

の位置に消防士が待っていて、3 個積んで合格みたい

な競技です。一粒で 2度おいしいみたいなことをいろ

いろと工夫しています。子どもたちも土日を使ってい

ろいろと自主的な取り組みを実施しています。これは

お祭りを守るといいますか、山車を守るために火災を

起こしてはいけないというニーズから、地域が学校で

もぜひとも防災を柱にやってほしいと依頼があったそ

うです。先生が異動しても地域は変わりませんから、

ずっと防災をやり続けなければいけません。ですから、

地域から学校へ働きかけることが、防災教育を長続き

させる一つのポイントではあるかなと思います。 

 あとは、うちの学生が、ある週を愛鳥週間のように

防災週間にしたらどうなるかということを考えてみま

した。音楽の時間に防災ソングをつくるなど、いろい

ろとアイデアを考えてつくっています。これは 5年生

だったでしょうか。どこかの学習段階において、わり

と防災を入れやすいところがありますので、そこなら

できるのではないかという話もしていました。9 月 1

日は夏休み明けですが、11月 4日前後などで集中的に

やるというアイデアもあろうかと思います。これは岩

手県のほうでやっているところもあります。 

 学校によっては、防災をやりたくても時間がないと

か、なかなか教材もないという話があります。学校の

先生に幾つかお薦めしているものがあります。今から

20個、最近の防災のニューバージョンや、いろいろな

手立てを紹介します。どれくらいわかるか、見ていて

いただければと思います。「ディグ（DIG：Disaster，

Imagination，Game＝災害図上訓練）」をご存じでしょ

うか。静岡県の方は知っていますね。「ハグ（HUG：

Hinanzyo，Unei，Game＝避難所運営ゲーム）」というも

のがあります。「クロスロード（災害対応カードゲー

ム）」、「KYT シート（危険予知トレーニングシート）」、

「あたりまえ防災」。これは千葉県立東金特別支援学校

でやっています。「ショートの避難訓練」、「防災小説」、

「じしんだんごむし体操」。そして、うちでは「防災道

徳」。それらをやるためには学校経営を変えていかなけ

ればいけませんので、研究開発学校という取り組みと

か、地域運営学校、小規模特認校など、新しい学校経

営的な情報も知っておく必要があります。 

 NPO（民間非営利団体）やソーシャルセクターの取り

組みですが、「イザ！カエルキャラバン！」「ぼうさい

ダック」（防災教育用カードゲーム）。「防災教育チャレ

ンジプラン」は、内閣府が毎年やっています。「学校安

全認証制度」。赤十字の「防災教育プログラム」もなか

なかいい教材です。しかし、先生方に聞くとほとん知

らないとか、「それ何ですか？やってみたいです」みい

な話もあります。実際に調べてみれば、学校でもやれ

ることはいろいろあるのではないかと思います。思考

力や判断力、表現力を育むカリキュラムになるのでは

ないかということです。また日本中でさまざまな教材

がありますので、もしご関心がありましたら、文部科

学省でも公開していますので、見ていただければと思

います。 

 最後にまとめになりますが、地域と連携をしながら

続けることができるようなものをやっていく。日常化

を目指しながら、さり気なく防災の文化を継承してい

く必要があります。そして、ナショナルスタンダード

（National Standard）といいますか、日本全国でやる

べきことはありますが、地域で起きやすい災害に応じ

て資源を活用していくことも必要です。学校の場合は、

普通の学力向上もしつつ、防災も実施するとなると非

常に負担感を感じますから、学力にも関わっているこ

とを説明すると導入しやすいです。防災教育は、道徳

教育もそうですが、教科にかかわらず、全ての先生が

参加できますので、防災をやっていただくと先生方の

指導力の向上にもつながるかもしれないという話も 

できます。それらを実施するには一部の先生の頑張り

ではなく、管理職の先生の学校経営の視点に基づいた

取り組みに発展すると、長く続くであろうと思います。

以上、私からの話題提供でした。どうもありがとうご

ざいました。 
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○座長：藤井先生、ありがとうございました。本当に

感動、感心しました。防災を題材にした教育、あるい

は教育プラットフォームにした防災と、非常にうまい

かたちで融合されている取り組みだと思います。また

あとで議論をする時間があると思いますが、引き続き

話題提供に入りたいと思います。次は ESRIジャパン株

式会社の名和裕司さんから話題提供をいただきたいと

思います。ESRIジャパン株式会社は、世界で有名な GIS

の会社ですから、皆さんもご存じかと思います。では

お願いします。 

 

○名和：こんにちは。ご紹介にあずかりました ESRI

ジャパン株式会社の名和と申します。私は GISという

地理情報システムの導入や利活用について、技術的な

支援をさせていただいています。地震、災害に関して

はわりと縁がありまして、2004年の新潟県中越地震で

は、山古志村や小千谷市を中心に被害が出たときから、

現場に入って支援をさせていただいております。その

後、2007年に新潟県中越沖地震が起きまして、柏崎市

を中心に被害が出ました。そのときに、EMC（Emergency 

Mapping Center）という活動を新潟県庁でおこないま

した。この EMCとは「地図作成班」といいまして、災

害対応に必要な情報を整理して地図にして表現すると

いう活動です。ちょうどそれが起きたのが 2007年でし

たので、2017年で 10年を迎えて、現在、10年半く 

 

  

いになるのではないかと思います。 

 2007 年当時、「Emergency Mapping Center」が立ち

上がりました。2011 年の東日本大震災では「EMT」に

なり、東日本大震災のときには、内閣府に、霞が関を

中心にオールジャパンで対応するような活動がおこな

われました。その後、中越沖地震 10周年というかたち

になっています。当時は、デスクトップ型 GISが主流

でした。今のエクセルやワードのように、パソコンに

インストールして使うものが主流でしたが、今は「ク

ラウド型」といいまして、ブラウザでグーグルマップ

のようなかたちで対応するようなものが主流になって

きている状況になっています。 

新潟中越沖地震災害対応支援 GISチームからは、地

震が起きた直後に、私のところに電話がかかってきま

して、支援してほしいということで現場に入りました。

地震が起きてから約 1カ月、主に災害対策本部の意思

決定に関わる地図をつくる活動をしてきました。当時

の「地図作成班」は、民間の会社が集まって「にいが

た GIS協議会」をつくり、そのメンバーが中心になっ

て活動していました。 

 「地図作成工場」と呼んでいたのですが、「工場」と

呼ぶほど大きくありませんが、一つの部屋でマシンを

並べてつくるという活動です。当時、いろいろな業務

要件がありましたが、地図をつくるためにはどのよう

なデータが必要で、どのようなシステムが必要なのか、

運営体制をどのようにするのかみたいなかたちがあり

ましたが、主に二つを要求されました。一つは、状況

認識を統一することで、災害対策本部会議で使うため

の地図をつくってほしいという話です。もう一つは、

もう少し現場寄りで、原課の災害対応業務を円滑に回

すための地図ということで、2種類をつくりました。 ら

知事が振り返った当時の言葉のなかで、「4年前の中越

大震災で各自治体や部局を跨いだ情報の共有が大変困

難な状況で……」と、うまくできなかったという反省

の弁を述べられています。その後 4年が経過して立ち

全者係関や部本策対害災「、で逆は班成作図地たっが上

員が一目で状況がわかった」というコメントと、「どの

スライド4　カリキュラム開発のポイント スライド5　EMCから 10年
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スライド６

 

本部会議の要求①

 

 

 

スライド７

 

本部会議の要求②

 

 

ように対応していくかを的確に判断できました」とい

うことで非常に役立ったというコメントをされていま

す。もう一つ前向きなアウトプットとしましては、戻

れない被災者の方が、なぜ戻れないのかを考えるため

に、地図を見ながら道路、水道やガスなど、いろいろ

、でとこるせ被を図地たれさ成作「、てみてめ集を素要な

どういう対策を打てばいいか判断できるところが、地

図としての力ではないか」というコメントをされてい

ます。 

 当時、どのような活動をしていたかという話ですが、

生データを市町村でまとめました。いわゆるファック

スやメールで送るような表タイプのものだと、状況が 

 

スライド８

 

生データから地図生成へ

 

 

 

スライド９

 

通水復旧図

 

 

前日に水道が復旧した場所を濃い青色で表示していま

す。これを見ますと、どの避難所には給水車を派遣し

なくていいという判断ができます。あるいは白色の部

分で優先度が高い場所、主要な産業や工場がどの場所

にあるのかという関係を見たりすることができます。

このようなものを日々見ていくことで、対応を決めて

いく使い方をされています。このような地図を 100種

類ほどつくっています。たとえば、避難者数に関する

地図も作成しました。避難者がどこにいるかというこ

とを可視化しているものです。これは避難所に食料を

運ぶときに、何人分などを把握するのにも役に立って

いた地図だと聞いています。 

 当時の運営体制としましては、災害対策本部の下に

地図作成班ができて、役割分担したそれぞれのチーム

で系統立って対応していました。対策本部の横に地図 

なかなかわかりづらいということで、地図作成班が地

図に仕立てて開示をしたのが、スライド 8内の矢印に

なります。代表的な地図の一つが「通水復旧図」です。
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スライド 10 EMC への参画組織 

 

作成班がいまして、ここでニーズを聞いて、「どんな地

図が要りますか？」ということをヒアリングした後に、

別の棟にある工場でつくります。運用フローは、依頼

者から依頼された地図をつくるのですが、最終的には

災害対策本部と広報班とマスコミ、あとは県の本部な

どに情報を流していました。11 月（平成 29 年）に、

ちょうど 10 年目を迎え、この話をしたのですが、今の

新潟県防災局長が、当時、この広報班にいらしたよう

で、「この地図がすごく役に立った」とおっしゃってく

ださって、本当に活用されていたのだなということを

実感しています。当時は、スライド 10 のようなメンバ

ーで対応していました。いろいろな主体が、それぞれ

自分の得意なものを持ち寄ってやっていました。 

 10 年が経過して、何が変わり、何が変わっていない

のかという話ですが、業務要件としては、当時とあま

り大きく変わっていないのではないかと思います。災

害が発生した後に、どのような状況にあるのかを可視

化し、それを判断材料として使うことは変わらないと

思います。ただ、大きく変わってきているのが、シス

テムのところです。今までは、「クラウド」というキー

ワードがありませんでしたが、既にインターネット上

にシステムが存在していて、それをどのように使うか

という流れに変わってきています。 

 あとは、このようなことを繰り返しおこなっていま

すので、どのような項目が必要なのか、どのような地

図表現が有効なのかということの標準化の動きも徐々

に出てきていると感じています。例えば、アメリカで

は標準化の動きがあり、「NISC（National Information 

Sharing Consortium）」というコンソーシアムがありま

す。そこで色の表現方法として、赤・黄・緑に意味付

けをして表現するような標準化がおこなわれたりしま 

 

スライド 11 地図表現の標準化 

 

す。 

また、システムがクラウド化されています。昔は、

机上のパソコンでやっていたのですが、今はクラウド

に移行してシステムの在り方が変わってきています。

昨年（平成 29年 8月）、南部テキサス州を中心にハリ

ケーン「ハービー（Harvey）」が発生しました。そのと

きに使われていたアプリケーションは、ブラウザのな

かで動いていて、全てのデータがクラウドにあります。

必要なデータを入れれば、その場で地図に表現ができ

ます。10年前は、現場でつくり上げていくプロセスで

したが、今は、ある枠にはめていくことで対応ができ

るようになっています。ここにあるような URL を関係

者に送れば、その人たち全員が見ることができます。

情報自体も閉じたところから、オープンな場所に出て

いくということです。 

 そして、災害対応に必要な航空写真や衛星画像、避

難所の状況、道路の混雑状況など、災害の状況説明な

ども一つの枠のなかに全て集まっていますので、探す

必要がなかったり、災害対応に追われている人の後方

支援がしやすくなってきています。これが今の技術で

はないかと思います。 

 まとめますと、クラウド化によってリソースが一元

化して使いやすくなっているということ。地図表現や

データの標準化が進んでいるということ。業務への集

中ということで、業務要件の検討に使う時間が増えて

きているということ。システムについては既にありま

すので、より上の要求に対応しやすくなってきている

のではないかということです。 

簡単ですが、以上とさせていただきます。ありがと

うございました。 
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○座長：ありがとうございました。新潟県中越沖地震

での実際のご経験から、10年が経過しましたが、変わ

るものと変わらないものがあり、最近は新しい技術も

出てきました。午前中のシンポジウムにもかなり関係

しており、データの共有や信頼性などの話とも重なっ

ているかと思います。 

 それでは、次の話題提供者は小林正人さんです。隣

の静岡県浜松市の危機管理課の副参事で、現在、取り

組まれているシステムのご紹介をお願いしたいと思い

ます。 

 

○小林：浜松市役所危機管理課の小林です。よろしく

お願いします。私の生まれは山梨県で、入庁前は民間

会社に勤めていました。大阪で阪神・淡路大震災に遭

いました。そのときに斜面関係の仕事をしていました

ので、神戸の街を歩きながら現場まで行きました。

家が軒並みつぶれているわけですが、表札には「○△

避難所に避難しています」などと書かれているのを見

て、この被害でも生存しているんだなと思いました。

その後、新潟に行き、今度は新潟中越地震に遭いまし

た。少し離れていましたので、そんなにひどい揺れは

ありませんでしたが、皆さんが知っている山古志村に

斜面災害対策で入りました。地震が起きたのが 10月で

したので、雪の降る前に調査をしなければいけないと

いうことで、とても疲れてしまい、その後民間会社を

辞めて公務員になりました。 

阪神・淡路大震災に遭って、新潟中越地震に遭って、

その次に浜松市に来ましたので、今度は東海地震かと

思っていたら、東日本大震災や熊本地震ということで、

私のせいではないことが立証されたわけです。民間会

社から公務員になりましたが、なぜかずっと防災をや

らされています。この部署に配属されて 11年です。公

務員としてはかなり長い部類に入ります。 

 まずは浜松市の説明をします。浜松市は、幅が 40

キロほどで南北が 60キロくらいです。一つの県ですが、

伊豆半島がすっぽりと入るくらいの大きさです。1,500

キロ平方メートルということで、全国で 2番目に大き

い市です。これは平成の大合併によるものですが、人

口は約 80万人です。災害を見ていきますと、浜松市は

多種多様です。山をもっていますので、山があれば土

砂崩れなどの土砂災害です。そして、天竜川が流れて

いますので、洪水などの河川氾濫があります。沿岸部

につきましては、先ほど南海トラフ巨大地震の講演を

されましたが、浜松市には 15メートルくらいの津波が 

 

スライド 12 防災情報システム導入の背景 

 

 

スライド 13 浜松市防災情報システム 

 

 

スライド 14 浜松市防災情報システムの GIS活用 

 

来るであろうということで、現在、対策をしておりま

す。また、市街地もあったりしますので、火災にも注

意をしなければいけません。浜松市に来れば大体の災

害は体験できるという場所になっております。 

 私が説明するのは「GIS」という、先ほど説明された
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もので、情報をどのようにしてうまく把握して手立て

を打つかということが、行政の仕事になるわけです。

とかく行政は、来たものを処理することに追われてし

まいます。その処理をするためには、情報を得なけれ

ばいけません。テーブルに地図を広げて書いてもいい

のですが、先ほども言いましたように、浜松市は全国

で 2番目くらいの大きな市ですから、市全体の状況を

書いてしまいますと、細かいことが書けないわけです。

細かいことを書こうとしますと、大きな地図の図面が

何枚あっても足りないわけです。これは何とかしなけ

ればいけないということで、技術革新といいますか、

GIS を使ってやりましょうというのがきっかけです。 

 役所では何が大切なのかといいますと、「災害がここ

だけで起きていますよ」であるならばいいのですが、

大規模災害の場合は、情報が入っていない地域で、災

害が起きていないのかということをはっきりさせなけ

ればいけません。それを地図化することで見えてきま

す。また、全体の予測をしていかなければなりません。

「あそこで火災が起きています。じゃあ、消防の人は

行ってください」と、それは誰でもできるわけです。

しかし、その一歩先です。火災が起きたから消す。う

まく消せればいいですが、消せなかったら風上のほう

の住民を避難させるべきかどうかを分析し、避難勧告

等の指示を出していかなければなりません。そのツー

ルとして、防災情報システムを使いたいと考えて導入

しました。 

 最初からすべての情報を地図にプロットすることは

難しいです。まずは、市の職員や他の部署、関係機関、

自衛隊や警察などから情報を入力してもらえるような、

データ入力フォームをつくっています。それがおおよ

そ完成しましたので、GIS で見られるようにやってお

ります。どのような情報があるのかと言いますと、例

えば、避難所の開設や、道路の情報などです。先ほど

もごみ処理のところでありましたが、どこの道を通る

ことができるのかということは重要な問題になってき

ます。通常の場合は、「どこが通れません」でいいので

すが、大規模災害の場合には、「どこが通れるのか」と

いうことが重要になってきますので、それらの情報も

地図で見られるようにしていきたいと思っています。 

 もう一つは、先ほども言いましたようにデータのク

ラウド化です。インターネット上で使います。もう皆

さん、携帯電話やスマートフォンをお持ちですから、

インターネットに接続することができますので、避難

所の情報を入力しますと、こちらに反映できるように

なっています。それができることによって、命令の管

理などに活用できるのではないかと考えております。 

 今は役所内のことですが、市民にも情報を提供して

おります。「浜松市防災マップ」と検索していただけれ

ば、避難発令中の地域や開設中の緊急避難場所など、

刻々と変化する情報を更新するようなかたちで見るこ

とができます。平常時であれば、防災マップで「避難

所はどこですか」「推定震度はどれぐらいですか」など

を確認できます。浜松市では年 1～2回くらい避難勧告

などを出しておりますので、災害が起きたときや災害

が起きそうなときに、どこの避難所が開いているかが

わかります。また、自分の地域に避難勧告が出ている

のか、出ていないのかがわからないということで、避

難勧告が出ている地域を可視化し、自分の地域に避難

勧告が出ていることがわかるようにしてあります。 

以上です。 

 

○座長：ありがとうございました。山のスポット的な

災害と海の大きな災害、多様な災害に行政として対応

しなければならないということがよくわかります。で

は、そのようなリスクをどうやって見るのか、捉える

のか。蒋先生から情報をお願いしたいと思います。 

 

○蒋：愛知大学の蒋湧です。皆さんと同じように、ま

ず自己紹介を簡単にしたいと思います。中国の上海出

身です。日本に来て 30 年になります。1987 年に日本

に来まして、筑波大学に入学しました。もともとは数

学専攻です。筑波大学には社会工学というところがあ

るのですが、そこでデータベースを勉強しました。そ

の後は東京都立大学、そして愛知大学です。愛知大学

には 1995 年に赴任しました。愛知大学での担当科目は、

数学ではなく情報です。ここでまた GIS でつながりま

して、最終的な私のテーマは、「物事をどのように定量

的に見るのか」ということです。今の研究は、データ

サイエンスです。データの科学とはどのようなものか

ということです。それを防災のなかにどのように利用

するかということを、私の話題提供としたいと思いま

す。 

 全ての研究にはフレームワークがあるはずです。災

害リスクを研究する場合、おそらく三つの要素がある

と思われます。一つは、災害因子です。災害因子がど

こにあるのかということです。次に災害エリアのなか

に、本当に人がいるのかどうか、要は災害暴露です。

その後は、その暴露したものが本当に弱いかどうかと

○蒋：愛知大学の蒋湧です。皆さんと同じように、ま

ず、簡単に自己紹介をします。中国の上海出身ですが、

日本に来て 30 年経ちました。1987 年に筑波大学大学

院に入学しました。学部のときは数学専攻ですが、筑

波大学大学院の社会工学研究科で、経営、応用数学学

び、大学院生の時代は経営データベースの制御モデル

を研究しました。その後は東京都立大学の助教を経て、

愛知大学には 1995 年に赴任しました。愛知大学での

担当科目は、数学ではなく情報科目です。ここでまた

GIS と出会い、最終的な私の研究テーマは、「物事を

どのように定量的に見せるのか」にたどり着いたと思

います。今は、データサイエンスの視点から、データ

の科学はどのようなものか、それを防災のなかにどの

ように活用するかを、話題提供としたいと思います。

　全ての研究には、研究フレームワークがあるはずで

す。災害リスクを研究する場合、おそらく三つの要素

があると思われます。一つは、災害因子です。災害を

引き起こす自然的な要因、現象と発生場所などのこと

です。次は、災害エリアのなかに、本当に人がいるの

かどうか、それは災害暴露です。その後は、その暴露

したものが本当に弱いかどうか、つまり脆弱性です。
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いう脆弱性です。この三つがあると思います。ただし、

それらを定量化で計算をする場合、そんなに簡単では

ありません。例えば、暴露や脆弱性を計算する場合、

よく使われている行政の統計データは、そのままでは

使えないということです。 

 では、使えない場合はどうするのかということです。

今日の午前中の話ですが、やはり個票データ、細かい

データを使うということです。ところが、個票データ

は簡単に手に入りませんので、どうするか。その場合

は、やはり IT技術です。いろいろな方法でデータを開

発しながら定量化を進めることを紹介したいと思いま

す。 

 フレームワークについてです。まず、どのような災

害が発生するのかということです。津波なのか、土砂

災害なのか、それによって暴露は変わります。災害エ

リアのなかに人が住んでいるのか、建物はあるのか、

そのなかに産業は立地しているのかということを明確

にします。例えば、災害エリアのなかに人が住んでい

て、この人がすごいスポーツマンであれば、自分で逃

げればいいわけです。しかし、問題は脆弱性があると

ころです。例えば、この人が高齢者であったり、建物

が古くて壊れてしまうなど、単一要素が弱いというこ

とです。もう一つは、システム全体の脆弱性です。例

えば、サプライチェーンです。1 カ所だけが寸断され

ることで全体的にダウンしてしまうなど、交通設備も

同じです。このようなかたちで全体的に分析しますと、

初めて災害リスクというものを定量化することができ

るわけです。その下には、災害の損出を推計すること

ができます。今日は全てをお話しできませんが、人口

の暴露と計算するのか、システムの脆弱性をどのよう

に考えていくのかという、この二つに絞ってお話をし

たいと思います。 

 一番重要なのは、なぜ普通の統計データは使えない

のかということです。地理学のなかに「地域」という

定義があります。「形式的地域」と「実質的地域」とい

う定義です。形式的な地域とは行政区です。国が定義

したものです。ここは愛知県です、ここは豊橋市です

と、空間範囲が明確です。全ての統計データは、この

範囲のなかのデータです。ところが、自然災害は「形

式的地域」ではありません。自然災害とは、実質的エ

リアなのです。同じ性質を持っているエリアです。例 

 

スライド 15 災害リスク研究のフレームワーク 

 

 

スライド 16 形式区域と実質区域 

 

えば、富士山が噴火したとします。その被害エリアは

行政区とは関係ありません。ここは豊橋市ですが、浸

水エリアは行政区単位ではないわけです。これは自然

的に形成したエリアです。この特徴は、範囲がわから

ないところです。視点が変わると範囲も変わるからで

す。指標が変わると、範囲がまた変わります。実際に、

暴露を計算する場合に行政区域は形式的な空間です。 

ところが、何が一番知りたいかといいますと、浸水

エリアのなかにどのくらい人口が含まれるかというこ

とを計算したいわけです。ですから、そのまま行政区

単位のデータは使えないと思います。問題なのは、行

政区単位のデータは行政区の属性です。例えば、愛知

県豊橋市であれば、人口が 37万人、それで終わりです。

人がどこに住んでいるのかという情報はありません。

浸水エリアに含まれる人口を計算したいのであれば、

そのままの行政区単位の統計データは利用しづらいわ

けです。では、どうすればいいのでしょうか。 

 私たちは住宅データを使います。豊橋市と田原市全

ての住宅データを利用して、豊橋市と田原市の中心点

を抽出して、統計データと住宅を按分します。そうし

て計算したもので、人がどこに住んでいるのかという

ことが見えます。人口分布は形式エリアではなく、実

質エリアに変わります。そして、浸水エリアと実質エ 

この三つがあると思います。ただし、それらの三要素

の定量化はそう簡単ではありません。例えば、暴露や

脆弱性を計算する場合、通常の統計データは、そのま

までは使えないのです。

　では、通常の統計データ、我々は集計データといい

ますが、使えない場合はどうするのか。今日の午前中、

秋山先生の講演にあったように、個票データ、つまり

情報粒子の細かいデータを使うことになります。とこ

ろが、個票データは簡単に手に入りません。その場合

に頼るのは IT 技術です。

　次に、様々な方法でデータを開発しながら定量化を

進める事例を紹介したいと思います。

　まず、災害リスク研究のフレームワークについてで

す。どのような災害が発生するのか、津波なのか、土

砂災害なのか、それによって暴露が変わります。災害

エリアのなかに人が住んでいるのか、建物はあるのか、

そのなかに産業は立地しているのかということを明確

にします。例えば、災害エリアのなかに人が住んでい

て、この人が若いスポーツマンであれば、自分で逃げ

ればいいわけです。しかし、問題は脆弱性があるとい

うことです。例えば、この人が高齢者かもしれません

し、建物が古くて壊れてしまうなど、単一要素の弱さ

という概念があります。それに対し、もう一つは、シ

ステムの脆弱性です。例えば、サプライチェーンです。

1 カ所が寸断されることでシステム全体は機能しなく

なるということです。交通設備も同じです。このよう

にシステム全体のつながりを分析しますと、初めて災

害リスクを定量化することができるわけです。災害リ

スクを定量的に算出しますと、災害損出の推計ができ

ます。今日は全てをお話しできませんが、人口暴露の

計算とシステム脆弱性、この二つに絞ってお話をした

いと思います。

　なぜ普通の統計データは使えないのか、それを理解

することは重要だと思います。地理学のなかに「地域」

は「形式的地域」と「実質的地域」、２種類に分けて

定義しています。形式的な地域は行政区など、国が定

義したものです。ここは愛知県です、ここは豊橋市で

すと、空間範囲は明確です。全ての統計データは、こ

の範囲のなかのデータです。ところが、自然災害は「形

式的地域」ではありません。自然災害とは、実質的エ

リアなのです。同じ性質を持っているエリアです。例

えば、富士山が噴火したとします。その被害エリアは

行政区で決めるものではないのです。ここは豊橋市で

すが、浸水エリアは行政区単位ではない。これは自然

的に形成したエリアです。その範囲は一定ではなく、

固定したものではないのが特徴です。視点が変わると

その範囲も変わるからです。指標が変わると、範囲が

また変わります。実際に、暴露を計算する場合、何が

一番知りたいのか？浸水エリアのなかにどれくらい住

民が暮らしているかを知りたいのです。ですから、そ

のまま行政区単位の人口データは使えない。行政区単

位のデータは行政区の属性です。例えば、愛知県豊橋

市であれば、人口が 37 万人、それで終わりです。人

がどこに住んでいるのかという位置情報はありませ

ん。浸水エリアに含まれる人口を計算したいのであれ

ば、そのままの行政区単位の統計データは利用しづら

いわけです。では、どうすればいいのでしょうか？

　私たちは住宅データを使います。豊橋市と田原市全

ての住宅データを利用して、豊橋市と田原市の中心点

を抽出して、統計データと住宅を按分します。そうし

て計算したもので、人がどこに住んでいるのかという

ことが見えます。人口分布は形式エリアではなく、実

質エリアに変わります。そして、浸水エリアと実質エ

リアを重ねて合わせることで、災害リスク、あるいは

脆弱性を計算することができるようになります。

　また、統計データは、基本的にデータとデータが独



107愛知大学三遠南信地域連携研究センター紀要 2017

 

スライド 17 実質区域としての生活圏の定義と推計 

 

 

スライド 18 災害リスクの拡散の推計 

 

リアを重ねて合わせることで、災害リスク、あるいは

脆弱性を計算することができるようになります。 

 もう一つ、統計データとは、基本的にデータとデー

タが独立しています。人口は人口で、産業は産業です。

データとデータの間のつながりがないのが特徴です。 

例えば、災害リスクというのは、システムを通して

拡散することがあります。トヨタ自動車のサプライチ

ェーンについてですが、サプライチェーンはまず企業

と企業の間につながりがあるはずですから、このつな

がりをソーシャルネットワークで表現することができ

ます。表現されたネットワークはトポロジー（topology）

です。空間的な要素がありません。つながりがあるの

か、つながりがないのかという関係です。その関係を、

会社の座標と工場の座標を入れますと、このトポロジ

ーの関係、ソーシャルネットワークの関係を空間的に

落とすことができます。ただし、その場合、関係は直

線でつながります。本当は直線ではありません。今度

は、さらに直線をなくします。関係を道路ネットワー

クに落とします。そうしますと、道路のサプライチェ

ーンのネットワーク、会社と会社のつながりは、道路

ネットワークのなかに入ってしまいます。これと災害 

 

スライド 19 個票データ開発事例（東栄町） 

 

 

スライド 20 個票データ開発事例（自動車部品） 

 

ハザードを重ね合わせると拡散を計算することができ

ます。 

例えば工場ですが、実際は浸水エリアのなかに含ま

れていません。しかし、サプライチェーンがダウンす

ることで、影響することを計算することができます。

ここまで計算しますと、行政区単位のデータは粗すぎ

るという一言に尽きます。 

 個票データを利用した二つの事例を紹介します。一

つは既に紹介しましたが、東栄町です。東栄町が持っ

ている住民基本台帳データには「世帯 ID」があります。

そして、株式会社ゼンリンの建物のデータには「建物

ID」があります。これらをリンクすればいいわけです。

今度は、NTT が持っている配線データがあります。こ

れは「配線 ID」と「接続先建物 ID」の情報があります。

これらをつなげていくことで、いろいろなものを計算

することができます。 

最終的に何を計算しているのかといいますと、一番

知りたい 60 歳以上の独居高齢者がどこに住んでいる

のかということです。彼らが情報ネットワークとつな

がっているのかどうか、独居高齢者の周辺 250 メート

ルの範囲内に何人くらいの一般成人がいるのかという

ことを計算することで、全ての脆弱性がわかります。

計算した結果はものすごく重要です。離れているとこ

ろには若い人がほとんどいません。情報ネットワーク

立しています。人口は人口で、産業は産業です。デー

タとデータの間のつながりがないのが特徴です。し

かし、災害リスクは、社会システムを通して拡散

することがあります。例えば、自動車のサプライ

チェーンについてですが、サプライチェーンはまず

企業と企業の間につながりがあるはずですから、こ

のつながりをソーシャルネットワークで表現するこ

とができます。表現されたのは組織間のトポロジー

（topology）構造ですが、空間的な要素はありませ

ん。そのソーシャルネットワークの接点（各々の会

社と工場）に、会社や工場の立地座標を入れますと、

この組織のトポロジー関係、つまりソーシャルネッ

トワークの関連性を空間的に再現することになりま

す。ただし、その場合、関係を直線で示しています。

現実社会の場合、その関連性は人間や物品の到達

性になり、それは直線ではありません、道路ネット

ワークでつながります。そうしますと、産業サプラ

イチェーンのネットワーク、つまり、会社と会社の

つながりは、道路ネットワークを通して表現し、こ

れと災害ハザードを重ね合わせると災害リスクの拡

散を計算することができます。例えば、あの工場は、

実際に浸水エリアのなかに含まれていません。しかし、

サプライチェーンが寸断されたことで、影響を受ける

ことが計算できます。このような計算は、個票データ

しかできません。通常の統計データは、行政区単位の

集計データとして、情報粒子が粗すぎることが明らか

でしょう。

　次は、個票データを利用した二つの事例を紹介しま

す。一つは東栄町の事例です。東栄町が持っている住

民基本台帳データには「世帯 ID」があります。そし

て、株式会社ゼンリンの建物のデータには「建物 ID」

があります。これらをリンクすればいいわけです。さ

らに NTT が持っている配線データを加えます。そこに

は「配線 ID」と「接続先建物 ID」の情報があります。

これらをつなげていくことで、いろいろなものを計算

することができます。例えば、最終的に 60 歳以上の

独居高齢者がどこに住んでいるのか、彼らが情報ネッ

トワークとつながっているのかどうか、さらに独居高

齢者の周辺 250 メートルの範囲内に何人くらいの一般

成人がいるのかということを計算することで、災害リ

スクの脆弱性を定量的に測ることができ、計算した結

果から重要な事実を突き止めました。町中心から離

れた集落には若い人がほとんどいません。情報ネット

ワークだけが独居高齢者とつながっています。離れ
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だけがつながっています。離れているところは、情報

ネットワークのコストがものすごく高いです。高齢者

が住んでいますから、これは必要ないというわけには

いきません。このように計算しますと、非常に正確な

データをつくることができます。 

 もう一つは、自動車サプライチェーンです。ご存じ

のとおり自動車産業はこれから大きく変わります。そ

の場合、地域経済とどのような関わりがあるのでしょ

うか。また、サプライチェーンと災害時の関係です。

その場合、詳細なサプライチェーンのデータをつくら

ないといけません。私たちは、スライド 20のようなテ

キストベースの情報を、「テキストマイニング」という

かたちでデータモデルにします。そして、データベー

スを設計して自動的にデータを認識しながらテキスト

マイニングのシステムを開発し、そこから個票データ

を開発して、それを活かすことをします。 

 やはり、災害リスクの定量化が非常に重要になりま

す。なぜ定量化が必要なのかといいますと、共通の認

識、共通の評価指標と評価結果を定義することができ

ます。そうしないと、それぞれに主張する尺度が全く

違ってしまうため、比較することができません。定量

化の意味は、共通認識の曖昧さをなくすことです。そ

れによって比較することができます。比較というのは、

他者との比較、過去との比較です。比較ができるから

こそ、評価ができるのです。評価ができると改善する

ことができます。それができなければ、全てが曖昧に

なってしまいます。 

 あとは視覚的に表現することができます。視覚の基

本は定量化です。定量がないと視覚はできません。課

題もたくさんあります。一つの課題は、概念とは何か

ということです。一定のポイントになっている場合、

人口密度とは何かということになります。面積ではあ

りません。ですから、その場合、人口密度の概念が変

わると思います。そして、尺度も変わります。指標の

体系をつくることが難しいですが、欠かせません。 

 もう一つは、災害ですから、確率的に変わります。

では、その部分をどうするかということです。あとは

データの質です。計算だけではなく、開発する場合に

は技術が必要です。ハードルが高いという課題があり

ます。 

以上が私からの話題提供です。ありがとうございま

す。 

 

○座長：ありがとうございました。定量化することは

非常に難しい課題です。今日、この壇上に並んでいる

7 名のパネリストの皆さんは、それぞれに得意な関心

と技術、宿題も持っていらっしゃいます。先ほどの講

演と今のパネリストの話題提供を含めて、私から質問

を幾つかしたいと思います。後ほど、会場の皆さんか

らも質問をお願いしたいと思いますが、残り 40分しか

ありませんので、手短に皆さんのお考えをお願いした

いと思います。 

 今日の共通のキーワードは「巨大災害に備える」と、

「災害リスクの前に私たちは何をどうするべきなのか」

という課題です。しかし、今までのプレゼンテーショ

ン、あるいは話題提供を見てみますと、30年先の災害

を考えている方もいらっしゃれば、今すぐにやらなけ

ればいけないという考えの方もいらっしゃいます。こ

れに関しては、非常に大きなギャップがあると思いま

す。皆さんのお仕事のなかで災害に対しての理解や認

識などは、どのようなところが大きいでしょうか。私

の思っていることと違うとか、皆さんの、あるいは相

手の反応はどうだったかとか、感じているズレといい

ますか、一番印象に残っているズレの問題、相手は全

く理解してくれない問題、一生懸命に教育をしている

けれどもなかなか伝わらないといったような実例も踏

まえてコメントをいただければと思います。いかがで

しょうか。 

 

○大木：テーマで挙げていただいたギャップで思った

のですが、私は地震学の不確実性をわかったうえで、

災害情報をどのように活かして、しかも地震から生き

延びるためには、理解をしただけでなく行動に活かす

ことが重要です。たとえば、「家具を留めないと倒れて

くるな」と思ったのに留めなければ、結局、家具を留

めないと倒れてくることを知らない人と同じなわけで

す。個人が認知して行動に移すまでのギャップがすご

く大きいです。 

 地震学は非常に不確実性が大きく、「津波は倍半分」

といいまして、10メートルの予測で 5メートルだった

ら、私たちの業界では「当たった」といいます。10 メ

ートルで 20 メートルが来ても、「当たった、今回も」

というように、倍半分までは許容範囲という認識です。

それから、熊本の活断層の今後 30年の発生確率は数パ

ーセントでしたが、うちの業界で 3％といいますと高

いです。「これは傘を持っていかないと絶対に雨が降る」

というレベルです。普通の天気予想なら、3％で雨が降

ると思う人はいません。むしろ「晴れる」といわれて

ている集落における情報ネットワークのコストはもの

すごく高いのですが、独居高齢者が住んでいますから、

これは必要不可欠であることが判明しました。

　もう一つは、自動車サプライチェーンです。ご存

じのとおり自動車産業はこれから大きく変わります。

自動車産業の構造転換が地域経済に与える影響を測

る必要がります。また、サプライチェーンと災害リ

スクの分析です。その場合、詳細なサプライチェー

ンのデータをつくらないといけません。私たちは、

スライド 20 のようなテキストベースの情報を、「テ

キストマイニング」の手法、データモデルと時空間

データベースの技術を駆使し、文字データを自動的

取り扱えるテキストマイニングのシステムを開発し

ました。そのシステムを稼働することで、個票デー

タが開発され、研究に活かすことができました。

　最後のまとめになります。災害リスクの定量化が

非常に重要です。なぜ定量化が必要なのか、共通の

認識、共通の評価指標と評価結果を定義することが

できるからです。そうしないと、それぞれに主張や

尺度が全く違ってしまうため、比較することができ

ません。定量化の意味は、共通認識の曖昧さをなく

すことです。それによって比較することができます。

比較というのは、他者との比較、過去との比較です。

比較ができるからこそ、評価ができるのです。評価

ができると改善することができます。それができな

ければ、全てが曖昧になってしまいます。さらに視

覚的に表現することができます。視覚の基本は定量

化です。定量化がないと視覚化はできません。もち

ろんこれからの課題もたくさんあります。一つの課

題は、状況によって従来の概念はもう通用しない可

能性があるということです。例えば、住宅ベースの

人口データを扱う場合、人口密度の概念はどうなる

でしょうか。住宅中心点はポイントであり、面積は

ゼロです。ですから、その場合、人口密度の概念が

変わると思います。そして、尺度も変わります。指

標の体系をつくることは難しいですが、欠かせませ

ん。もう一つは、災害ですから、確率的に変わります。

では、その部分はどう正確に推計するかの課題があ

ります。あとはデータの質です。計算だけではなく、

開発する場合には技術が必要です。ハードルが高い

ことも課題です。

　以上が私からの話題提供です。ありがとうござい

ます。
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いるようなものです。そこにまず違いがありますが、

そういう科学の不確実性があることを踏まえずに地図

に落とし込んでハザードマップをつくりますと、津波

の予測は、「ちょうど家の道路までなんだよね」という

認知になってしまいます。また、とんちんかんなこと

に、コンピュータ技術が進歩して細かいメッシュでも

計算できるようになり、今までは何丁目くらいしかわ

からなかったのが、本当に道路の一本一本までのメッ

シュでわかるようになりました。ますます細かい図が

出てきますので、このとおりに津波が来るのだろうと

いう認知になってしまっています。 

 例えば、釜石市では学校管理下にいた子は全員生き

延びることができました。釜石市で亡くなった 1000

名のほとんど全ての方は、ハザードマップでは危険区

外でした。つまり、ハザードマップをよく学んでいた

からこそ、「うちは危険区域外だから」という判断で、

それは極端な言い方をすれば科学が殺したようなもの

ですよね。私たちが、そこまでしか赤く塗らなかった

から亡くなったようなものです。その不確実性をどの

ように伝えるかという問題があります。 

 同じような例ですが、津波警報を出すようになりま

した。津波というものが存在して予測できるようにな

ったので、警報を出すようになりました。その結果、

人はどうなったのかといいますと、情報を待つように

なったのです。津波警報が存在しなかったときは、揺

れたら、みんな走って逃げていたわけです。しかし、

津波警報が最初は 30分以内だったものが、7分以内に

出せるようになり、今や 3 分以内に出ます。急いで 3

分で計算をすれば、本当に倍半分くらいの精度しか出

せず、巨大なものほど精度が悪くなっていきます。そ

のなかで、すごく精度の悪いものをわざわざ家で待っ

て、「防災無線が鳴ったから行くか」というと大きな時

間の無駄になるわけです。個人のなかでの矛盾が逆に

進んでしまうことを感じて、科学の不確実性がどうに

もならないなかで、どのようにして防災情報として活

かしていくのかというところに難しさがあります。 

 個人が今ある情報で判断をする、自分の意思で行動

をすることが必要だということで防災教育に転じてい

ったわけです。北詰先生のお話を伺って思ったのは、

例えば、小さい氾濫のときに出た廃棄物をみんなで一

緒に処理する練習をしておくとのことでした。しかし、

もとを辿れば自分で処理をできるように努力してきた

わけです。自治体では、自分の力だけで何とかできる

ようにやってきた。それは人間も同じで、ごはんを食

べさせてもらうのではなく、自分で食べられるように、

お箸を使えるようになってというふうにやってきまし

た。今の自治体は「一人で何でもできるようになるか

ら友達がいらないんだ」みたいな状態になってしまっ

ています。あるいは、治水で堤防などができて、そも

そも小さい氾濫もあまり起きなくなりました。そうし

ますと、結局、堤防などでは阻止できない 100 年に 1

回、500 年に 1 回のときに大水害だけが襲ってくるこ

とになります。 

 江戸時代には毎年ちょくちょく氾濫していて、みん

なで土嚢を積むことを、毎年、お祭りみたいにやって

訓練していたわけです。100 年に 1 回、すごいのが来

たので頑張って土嚢を積むということができていたな

かで、科学が進歩して、技術が進歩していくなかで、

自力で河川の氾濫を食い止められるようになりました。

人々も土嚢を積むことよりも、他のことに自分の時間

を費やせるようになったわけです。そして、起こるの

が 100 年に 1回の大水害。だからといって科学の進歩

を止めるわけにはいかないし、進んでいくことに希望

があるとは思いますが、必然的に起こる人口減少のな

かで、自立を目指してきてやってきたことが、逆に脆

弱性にもなってきてしまうことが分かりかけてきた

2018 年ではないでしょうか。何かそういうものを感じ

て、これは頭の発想を切り替えることにも苦労が必要

ですし、切り替えたところで、どのような方向に進む

のがいいのかということは、すごく難しい問題なのだ

なということをあらためて感じました。 

すみません、ちょっと難しいことを言って終わりま

す。 

 

○座長：これに関して一番近いのは、たぶん藤井先生

ですかね。道徳の問題に近いかもしれないので、補足

あればお願いします。 

 

○藤井：大木先生とかなり重なっています。私のなか

で、今日のお話は二つのギャップについて考えていま

す。 

一つは、学校教育においては、安全教育とリスク教

育というもののギャップがあります。つまり、学校の

なかには、安全教育として防災を語ることが多いので、

安全なのか、危険なのかという、その間にあるリスク

をどのように扱うかということは、先生方もまだそん

なに慣れていませんし、そもそも概念がほとんどない

と言っていいかと思います。したがって、日常的には
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曖昧な危険というものがあって、何となく不安という

だけでは行動につながりません。もう少し身近に、具

体的で確率が高そうなリスクがあれば、それは行動を

してみようかなと思うかもしれません。 

 例えば、「今朝、あそこの角で交通事故があった」と

しますと、「ちょっと気をつけたほうがいいかな？」と

思うかもしれません。日本では年間 3,000 人以上の人

が交通事故で亡くなるとか、免許を持っている人が

8,000 万人いますという話だけでは、「ああ、そうです

か」で終わってしまいます。データを出すことと認知

のズレがあって、データと認知のギャップをどのよう

に埋めていくかというところが教育の課題でもありま

すし、データを出す側の課題でもあるのかなと思いま

す。 

 つまり、具体的なデータが出てきて、それが視覚化、

見える化された場合に、それをどのように伝えるのか

というところは非常に重要です。例えば、「90％成功す

る手術があります」というのと、「100 人のうち 10 人

失敗する手術があります」というのでは、かなり受け

取り方の認知が違ってきます。これは心理学で「ヒュ

ーリスティックス（heuristic）」といわれるような分

野で、このあたりがデータの出し方も含めて学際的な

テーマになりますし、今日のようにさまざまなジャン

ルの方からご意見をいただいたり、アイデアを出して

いくことが必要ではないかと思っています。 

以上です。 

 

○座長：ありがとうございます。確かにどんなものを

出すのか、出し方をいろいろと考えながら実際につく

られて実践されているのが一つのアプローチと思いま

す。 

では、行政の側から、今回は小林さんと北詰先生も

半分行政のお仕事をなさっているようですから、ご意

見を伺いたいと思います。 

 

○小林：難しい問題ですが、私も市民講座などで「家

具の固定をしてください」と言っています。市のほう

も家具の固定の事業をやっていますが、だいたい増え

るのは地震があったときです。それ以降になると、す

ぐ減ってしまいます。要は、平常時ではなかなか進ま

ないと思っています。 

例えば、癌になりそうだとか、身近でなっている人

がいたり、親戚でなっている人がいると、将来、起こ

り得るであろうと思って保険に入ったりする。また、

自動車事故を見たりしているなら、リスクはそんなに

高くなくても保険に入ろうと思うわけです。しかし、

地震については、最近は多いですが、やはり地域性が

あったりしますので、それよりももっとお金を使わな

ければいけないことがあるから、そちらにお金を回そ

うという気持ちが働いてしまい、なかなか実行できな

いのかなということを感じ始めたところです。 

 では、どうしたらいいのかということですが、はっ

きり言えば、わからない状態です。ただ、先ほどの「脅

しの防災はよくない」というのは確かにそうですが、

少し脅しがないと人は動かないかなとも思っておりま

す。 

 

○北詰：このようなところで話をするときに、最近「あ

らかじめ考えたとおりにはほとんどなりません。でも、

あらかじめ考えることが大切です。なぜなら、考えた

ことが活かされるからです」とよく言います。考えた

結果みたいなものを大事にしようとするのではなく、

考えた経験や考えたプロセスが大事なわけです。 

このような勉強会をやったり、市民講座をやったと

きに、何を家族や後世の人に伝えていくのか、考えた

結果を伝えるのではなく、「なぜ、そういうふうに考え

たんですか」というプロセスや考えた蓄積経験を伝え

ていきたいです。先ほどの家具の固定もそうですが、

「家にあるタンスの固定を 10カ所やりました」という

ことを伝えるのではなく、「なぜ、私は家具を固定しな

ければいけないと考えたんだろう」ということを伝え

ていきたいということです。 

 それは私がやっている災害廃棄物の分野でもそうで

すし、避難所の運営でもそうです。何でもそうだと思

いますが、それが伝えられれば、実際にことが起こっ

て、それこそ倍半分の、自分の思っていた倍の被災が

起こったとしても、完璧には対応できないかもしれな

いけれども、その考えたこと、考えたプロセス、考え

た経験に基づいて、より効果的に対応できるようにな

るかなと思います。 

 

○座長：ありがとうございます。では、鄭先生、先ほ

ど整理をいただきました「非常時」と「平常時」につ

いて、「平常時」で災害のことを考えていても、考えた

範疇を超えてしまうようなこともあるのですが、そも

そも対処や業務内容や法律も違うのでどのように考え

ればいいのでしょうか。 
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○鄭：今までに何回も自然災害に見舞われながらも、

先ほど紹介をした法システムにおける整合性とはかけ

離れています。そういうシステムを改善する、または

法を改正する。あるいは新しい法制度を根本からもう

一度つくろうという岐路に立っているのではないかと

思いました。 

 まずは今の状態を打開するためには、記憶または経

験したことを、もう一度記録に残して、もう一度議論

する。もう一度ここで総括をして積み上げる作業をし

ないと、また新しい地震、新しい災害が来たとき、同

じ経験をします。そして、2～3年後にはまた忘れると

いうことを繰り返すのではないかと考えております。

ですから、今すぐすべきことは、記録に関する議論を

始めないと間に合いません。また同じことを繰り返す

と思います。 

 

○座長：ありがとうございました。非常に重要なキー

ワードは「再構築」ということです。今のやり方、対

応ではとても追いつかない。先ほど、先生が発表され

たなかにもありましたが、災害のときは「平常時」に

対応できる部分もあれば、現在の法制度が災害を想定

して対応していないわけですから、それを変えるとこ

ろから考えなければいけない。非常に共感することが

あります。 

 それに関連して、名和さんに質問をしたいのですが、

新潟中越沖地震で災害対応を経験されて、制度化にな

ったとか、今後の災害に備えて、実例を仕組みにして

法制度の改定なども含めて発展していくとか、そうい

う事例がありましたらお願いします。 

 

○名和：今の議論を聞いていて思ったことですが、3.11

のときに、津波の「浸水境界」というデータを扱って

おり、あれは現実なのですごく差し迫るものがありま

した。想定だから人はあまり信じないと思いますが、

実績については真実味があるので、そういうデータの

蓄積は重要だと思っています。日本は 100 年とか 150

年周期で繰り返し襲われているわけです。今、記録す

る手段を持った状態で蓄積されま の家の分自「、らかす

ここまで過去に津波が来た」ということがわかります

から、おそらく時間が解決すると思います。300 年、

400 年経てば、確かにここまできているというのは蓄

積されてくるから、もしかしたら想定もする必要がな

いかもしれないのかなと思って聞いていました。 

 今、そういう時代にいるのかなというところで、そ

この蓄積まで我々は何をするかという話になると思い

ます。先ほどの報告にもありましたが、平時に可能な

限り想定したうえで準備をする必要があると思います。

しかし、なかなか限界があるのではないかということ

も現実に感じています。我々のシステムも導入しただ

けで機能するわけではありません。それをどのように

使うのか、何のためにやるのかという目的をもう少し

はっきりさせる必要があるのではないかと思っていま

す。ちょっと答えになっているかどうかわかりません

が以上です。 

 

○座長：先ほどの新潟での実例は、その後、例えば制

度的に見直し、検討して、あるいは市として定常化し

たとか、仕組みを変えたとか、そういうことはありま

すでしょうか。 

 

○名和：新潟県は実際に被災されたので、意識が高く、

制度や仕組みをつくるという動きになりました。ある

いは関係者のなかでは、少しずつですが改善しようと

いう動きがあります。先ほどの「EMC」から「EMT」に

発展したように、ある一つの拠点で活動したことを全

国でできるように仲間を増やしていくとか、制度化し

ていく動きはありますが、必ずしもドラスティックに

変わるわけではなく、徐々に徐々にという感じだとは

思います。 

 

○座長：では、蒋先生からはデータ水準をもっと良く

する。藤井先生や大木先生からは、教育の仕組みを変

えてデータの意味も含めて正しく伝える。そういった

ここまでの議論を踏まえて、行政としては、対応の仕

方をどのようにお考えでしょうか。 

 

○小林：先ほどパワーポイントで浜松市の情報体系な

どを話しましたが、今、大規模災害が起きたら、一つ

の市や県では対応できないので、やはり応援をもらわ

なければいけません。応援をもらったときに馴染みの

あるシステムでないと使えなくなってきているという

ことで、今、国もそれを気にしております。うちのほ

うにも国からヒアリングに来て、どのような仕組みで

やったら市町村が使いやすいシステムになるのかとい

うことを聞かれました。今、それの過渡期ではないか

と思っております。 

 

○座長：では、蒋先生にも何かフィードバックをお願
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いしたいと思います。 

 

○蒋：研究者が公開したデータを見て、逆に避難しな

い。それは研究者の研究成果をどのように発表するの

か、どのように説明するのかということがものすごく

重要ではないかと思います。今、「災害リスク」と言っ

ておりますが、リスクとは何かということについてあ

まり説明していませんが、リスクとは確率です。リス

クとは「損失を出す可能性」です。「明日の天気予報は

30％以上雨が降る」としますと、70％以上が降らない。

傘は持っていくんですか？すると、コストが二つあり

ます。持っている場合のコストがある。持たない場合

のコストもあります。両方説明しないといけません。

それは教育の役割です。一般の住民に対して、基本的

な部分を教育しないといけません。 

 北詰先生のお話と同じように、考えないよりは考え

たほうがいい。未来はわからないですが、計算すると、

当たっている場合のコストと、当たっていないコスト

の両方あるわけです。それを全て出して自分で判断を

するほうが、理解したうえで行動することができる。

それは研究者の責任ではないかと思います。つくった

ものをバッと出すと誤解します。 

もう一つは、やはりデータです。たくさんのデータ

を蓄積すればするほど精度は上がります。それは間違

いありません。その仕組みをつくらないといけないと

いうものは、これからは大学だけではなく、行政もや

る。今日の午前中の話は、市民データもすごく重要だ

なと思いました。 

 

○大木：先ほど、名和さんがおっしゃった「もう、こ

こまで津波が来た」というのはファクト（fact）です

から、すごく強烈な説得力があるはずです。 

例えば、東北ではその事実が既にありました。国土

交通省が「ここまで津波」というような看板を立てて

いましたが、それでもやはり逃げ遅れた方がいらっし

ゃる。もう亡くなった方にインタビューはできません

からわかりませんが、九死に一生を得た方に聞きます

と、皆さん、何とおっしゃるのかというと、「逃げない

という決断をしたわけではない」と。「逃げるという決

断を先延ばしにしていただけだ」とおっしゃるのです。

人間は、そういう生きものといいますか、ファクトが

あってもできないことがある。人間のそういう部分に

どのように寄り添っていくかということを考えたいと

思っています。 

もう一つは、岩手県は津波の常習地域ですから、こ

の 100年の間に、あのような津波が 3回くらいあった

ので、「ここまで」という看板をそもそも立てられまし

た。福島や仙台平野以南は、本当に 1000年ぶりでした。

1000 年前にそういうことがあったという研究が 2010

年に論文になり、それを国が公式見解として「ここま

で津波が来ていたんです」ということを 2011年 4月に

発表する予定にしていました。しかし、その 3週間前

に東日本大震災が起きてしまった。 

その論文の調査をするとき、地面を掘って津波によ

る堆積物、1000年前に津波が運んできた泥があるのか

どうかを、ひたすら穴を掘って探していきます。その

調査をするときには、自治体に許可を取りに行きます。

仙台平野以南と静岡県では、もともとリスク認知が違

います。「津波っていうのは三陸の話だ」と言うのです。

そして、私たちが調査をするときに、「あなたたちみた

いな研究は迷惑だ」とまで言われてしまいます。「ここ

は危険なところだとか勝手に言われて、地価が下がっ

たらどうしてくれるんだ」と。確かにおっしゃるとお

りで、今すぐに国が防潮堤をつくってくれるわけでも

ないし、防潮堤をつくると漁師にとってどうなのかと

いうこともあります。ですから、信頼関係を築きなが

ら、それでも人間の命を真ん中に置いて連携していく。

しかし、そんなコストをかけてやって、津波が本当に

来るかどうかもわからないという難しさがまた次にあ

ります。 

 最後に、人間にとって本当に大事なことをスペック

で考えないと思います。例えば、私がスマホを買うと

きは、スペックをいろいろ比べて、Androidかな iPhone

かなと決めます。でも、それはスマートフォンやパソ

コンだからやるのであって、例えば、「スペックがいい

から彼女にしたい」とか言われたら、すごく腹が立つ

みたいな、本当に大事なものはスペックで評価しませ

ん。そうしたときに、「ここは災害のリスクが高いとこ

ろですよ」と言われても、「代々おじいちゃん、おばあ

ちゃんが守ってきた土地だから、ここに住みたい」と

か、「すぐに高台に避難してください」と言っても、「い

や、私にとっておばあちゃんは絶対大事だから、おば

あちゃんの家に寄っておぶさっていくんだ」と言われ

ると、それを受け止めて、その人に寄り添って何がで

きるかを考えなければいけない。そう考えたときに難

しいけれども、やはり希望がある。「一緒に避難訓練を

やってみようか」ということで、「一人で歩いてみて、

到達よりも 10分早く行けました」という報告をもらっ

○蒋：住民が研究者たち公開したデータを見て、それ

を信じて逆に避難しないことにより生じた被害につい

て、感想を述べさせて頂きます。それは、研究成果発

表の仕方、或いは説明の仕方に関係があり、無視でき

ない重要な課題だと思います。今、「災害リスク」と言っ

ておりますが、リスクって何ですか？あまり説明して

いませんが、リスクとは確率です。リスクとは「損失

を出す可能性」と定義されています。「明日の天気予

報は 30％以上雨が降る」としますと、降らない可能

性が 70％以上もある。傘は持っていくのですか？コ

ストは二つあります。持っている場合のコストと、持

たない場合のコストもあります。両方説明しないとい

けません。それは教育の役割です。一般の住民に対し

て、基本的な部分を教育しないといけません。

　北詰先生のお話と同じように、考えないよりは考え

たほうがいい。未来はわからないですが、計算すると、

当たっている場合のコストと、当たっていないコスト

の両方あるわけです。それを全て出して自分で判断を

するほうが、理解したうえで行動することができる。

それは研究者の責任ではないかと思います。

　もう一つは、やはりデータです。たくさんのデータ

を蓄積すればするほど精度は上がります。それは間違

いありません。これからは大学だけではなく、行政も

一緒に参加し、データ整備の連携と体制の仕組みの検

討が必要だと思います。今日の午前中の市民データの

話もすごく重要だなと思いました。
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たり、そういう希望ももちろんあります。「こういう対

策をしたら 6 割死者が減ります」、「じゃあ、4 割の人

どうするの？」という、そういう部分をマクロな目線

とミクロな目線でどのようにしてやっていくのか。そ

ういったときに、そのデータをどのように活かすのか。

それから、専門家がどのように、どのような視点に立

って寄り添うのかなど、いろいろなステークホルダー

と考えていかなければいけないのではないかと、あら

ためて思いました。 

 

○小林：先ほど大木先生が言ったように、私も東日本

大震災のあと、津波の担当でした。「浜松市には 30メ

ートルくらいの津波が来る」と言う市民もいます。そ

こで「津波が市街地に入ってくるのはだいたい 20分く

らいで、避難をするのに 15 分くらいかかるんです」、

「実際に訓練をしてみましょう」と言って訓練をやる

わけです。そうしますと、意外とみんな歩いていて走

らないのです。本当は走ってほしいのですが、「小走り

ぐらいで走ってください」と言うのですが、走らない

です。それでも 8分くらいで避難施設に到着するわけ

です。そうしますと、「意外と時間があるんだな」とな

ります。要は、やってみないとわからない。考えてい

る時間とやった時間の間で少しズレがあって、それに

住民の人に気づいてもらうための避難訓練が一番大切

なのではないかとそのときは思いました。 

 

○座長：ありがとうございます。時間が押しています

が、せっかくですから、会場からコメントや質問をも

らいたいと思いますので、皆さん、挙手をお願いしま

す。 

 

○参加者：土地家屋調査士をしています。実は、来週

もまた防災関係の研修会に出なければいけないという

ことで、今日とても興味深く聞かせていただきました。

ありがとうございます。 

 愛知県に土地家屋調査士会というものがあり、今、

狭隘道路と老朽化した家屋の対策をどうするかという

話が、来週の定例研修のテーマになっています。狭隘

道路について、建築基準法上ではセットバックという

概念があります。「ある程度、道を確保しなさい。中心

から 2メートルです」という話がありますが、なかな

か協力していただけない。手続きせずにやってしまう

という手もありますが、そのへんがうまく手続き的に

進まないという問題があります。 

行政側の対応や教育的な観点から、どのように説明

したらいいかというところでお教えいただければと思

いました。 

以上です。 

 

○座長：では、一番お詳しい方がいらっしゃいますの

で、行政の方お願い致します。 

 

○小林：行政ですが、難しいですね。道に接している

人は自分の土地を提供しなければいけないというジレ

ンマがあったりするので、なかなか難しいところもあ

ります。役所がそこに入ってしまうと、なかなか難し

いわけです。 

その人が地域でどのような立場になっているかとい

うのが一番大切なのかなと思っています。できれば地

域で、そういうことを話し合ってもらうことが一番大

切で、それで納得していただいて土地を提供してもら

う必要がある。どうしても行政がそこに入ってしまう

と、カチッと決めていってしまうようなことで、「なん

で俺が出さなければいけないんだ」ということになっ

てしまいます。 

地域での話し合いというか、難しい言葉でコンセン

サスなのか、意識統一ができれば、その人も「まあ、

しようがない。ちょっと出すか」となってくれるのか

なと思っています。これは、役所としての意見ではな

く、私個人の意見です。 

 

○座長：私としても、これは非常に重要な問題で、他

のいろいろなことも関連するけれども、誰が負担すべ

きなのか、受益者は誰なのかですね。広域防災も地域

防災も同じで、地域コミュニティのみんなが受益する

わけですから、話し合ったほうが一番本来の筋かもし

れません。ありがとうございます。 

 時間が残り数分しかありませんので、会場からのコ

メントは以上とさせていただきます。せっかく皆さん

が集まりましたので、災害リスク対応にしても、地域

のまちづくりに関しても、このような立場の違う人た

ちが一緒になって話し合っているところですから、今

後、もしもこういう機会が続くとしたら、どのような

ことができるのか。それぞれのご期待も含めて、一言

お願いしたいと思います。では、名和さんから。 

 

○名和：今日はいろいろな先生方のお話を伺って、今

までの認識がだいぶ変わりました。情報システムを納
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める立場としてどのようなことができるかを考えてい

きたいと思います。また次に、このような機会があれ

ばいいなと思いました。 

 

○小林：役所の人は一生懸命に災害対応をやっていま

す。いつも雨が降ったりするとビクビクしています。

避難勧告を出すにしても出していいのかと、本当に慎

重を期しながらやっているということを皆さんに知っ

ていただければと思います。 

 

○蒋：データをやっている人間は、今までほとんど図

面と向き合ってやっています。現場からのフィードバ

ックはあまりありません。例えば、防災訓練を毎年や

っていますが、今年やっているものをデータ化すると

か、来年はどこまで進歩するかというものができてい

ません。ですから、私が一番やりたいのは、防災シミ

ュレーションです。全ての住民が GPSを持って実際に

逃げる速度を計算して、今年は 10分で終わりましたと

か、高齢者をどのようにするのか、全員が逃げきるこ

とができるかどうかという評価です。それをフィード

バックできるようなかたちで空間データをつくりたい

と思います。 

 

○藤井：私は、「評価」ということが頭にずっと浮かん

でいます。やはりリスクはさまざまにありますが、コ

ストもマンパワーも有限ですから、それをどのように

うまく分配するかというときに、防災を巡って、どの

ように評価・文化を構築するかというのが極めて重要

なところです。 

私が関わっている教育の分野では、例えば、引きこ

もりの人を外に出すのに行政コストはだいたい 1 人

500 万円くらいになるという話になっています。それ

ならばその 500万円を引きこもりにならないように、

未然にさまざまな教育活動をおこなったり、NPO に分

配したほうがいいのではないかとなります。 

よくいわれる社会的パフォーマンス評価みたいなこ

とも含めて、防災を巡る評価研究はまだ途上にあると

思いましたので、そのあたり、愛知大学と皆さんとも

協議を続けていければと思っております。ありがとう

ございました。 

 

○大木：防災教育でいろいろとやってきた私が何を思

っているかと言いますと、学校って本当にすごく忙し

くて、国語・算数・理科・社会の他に、道徳や学級活

動以外にも環境教育、キャリア教育、今はオリンピッ

ク、パラリンピック教育など 150個くらいあります。

その 151個目に防災教育が来たという認識です。平成

30年 4月からの新しい「新学習指導要領」で防災教育

がようやく入りました。あと 2カ月に迫り、いかに積

極的に撤退できるようになるかということを考えてい

きたいと思っています。 

先に先に手を打っていくようにしていかないと、こ

れからの日本社会は厳しいのかなと思っています。そ

のためには、このような学際的な、いろいろな分野の

方のお話が本当にためになりますので、もっといろい

ろな切り口で、一つのテーマ、複数のテーマを考えて

いく機会があれば、ありがたいと思います。 

 

○北詰：二つあります。一つ目は、自分で話したこと

に関連してですが、行政計画の柔軟適用や変更プロセ

スのルールをつくりたいと思います。実際に物事をや

るときに、決められた行政計画のルールどおりに動か

すと、硬直的で都合の悪いことがたくさんあるのです。

逆に、手放しで変更してしまったら、これもまた問題

ですから、柔軟適用と変更プロセスのルールづくりを

したいと思っています。 

もう一つは、今日の話のトーンは「住民に勉強しな

さい」とか、そういう言い方でしたが、実際にそうい

うことをやっていくと市民の方はすごくよくご存じな

のです。勉強もされておられます。ですから、市民と

行政の協働の場で、ぜひ市民から「行政、もっと勉強

するように」と言わせたいです。これが私のもう一つ

のテーマです。 

 

○鄭： 私自身が問題として、今、研究しなければいけ

ないと思って取り組んでいることは、災害の規模が大

きくなった場合、応援ということで、相互応援協定と

いうものを自治体ごとに結んでいますが、内容を見てみ

ますと、判子を押しただけで満足しているというか、

とても使えそうにない、実際に動かないだろうという

ものが多いです。あと市町村レベルでは、災害が大き

力自「。うましてめ諦どほるなばれなく で何かをやるこ

とは無理だ」と、皆さんがおっしゃいます。では、国

や都道府県が来て、地元のことをやってくれるのかと

いえば、これまた限界があります。あまりにも現場と

離れているわけです。 

例えば環境省の方たちは、一般廃棄物処理の過程に

ついては、机上の勉強はやっているかもしれませんが、

○蒋：私はデータを扱う人間ですから、今までほとん

ど PC モニタと向き合ってやっています。現場からの

フィードバックはあまりない。例えば、防災訓練を毎

年やっていますが、今年の訓練成果をデータ化すると、

来年はどこまで進歩しているかがわかりますね。です

から、私が一番やりたいのは、防災訓練のシミュレー

ションです。全ての住民が GPS を持って実際に逃げる

速度を計算して、今年全員が安全に避難するには何分か

かったか、来年、高齢者の避難行動を改善し、全員が安

全に避難するのにどれぐらい進歩があったのか、その評

価が大切だと思います。避難訓練現場の情報をフィード

バックできるような空間データをつくりたいです。
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現場のことはよくわかっていないのです。実際に被災

地へ行ってみると、「彼らが来てくれて、『応援する』

とか言っているけれども、実際には役に立たない」と

いうことを現場の方から聞きます。 

言いたいことは何かといいますと、応援はあくまで

も応援に過ぎないということです。最終的には、市町

村が出来ることからはじめ自立できるようにする必要

があります。出来ないことは応援してもらってもい

いし、協定を結んで協力してもらってもいいし、依存

してもいいです。ただ、根本的に最も大事なのは、住

民とともに一緒に立ち上がることです。自分の足で立

とうという意思がないと、災害から一歩前に進むこと

はなかなか難しいのではないかということです。その

ことを、もう一度、考えさせられるような会だったと

思っております。ありがとうございます。 

 

○座長：ありがとうございました。限られた時間のな

かで、十分に議論をし尽くせませんが、一つだけ確認

させていただきたいと思います。この場は、私たちみ

んな、それぞれの分野から入っていき、普段の活動の

対象もさまざまです。決して、これで誰の責任だとか、

誰かが誰かを教えるというものではありません。みん

なが一緒に取り組む課題であると思います。災害にし

ても大きいですし、将来のことも誰もわからない。そ

のなかで、一緒に考えるようなきっかけをつくったの

が今日の趣旨です。皆さん、ご参加ありがとうござい

ました。また、会場の皆さんもご参加ありがとうござ

いました。 

最後に、パネリストの方々に対しての拍手をお願い

して、この会場のシンポジウムを終了したいと思いま

す。 

 

（以上） 


